
 

（第２号様式）   
令和 ５ 年 ３ 月 31日  

神奈川県教育委員会教育長 殿 
県立藤沢工科高等学校長  

令和４年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 

 

 視点 
４年間の目標 

（令和 2年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月８日実施） 

総合評価（３月 10日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

①確かな学力の
向上(基礎学
力・技術・技
能の定着、魅
力ある教育課
程 編 成 の 実
現) 

②生涯にわたる
自 分 づ く り
(キャリア教
育・シチズン
シップ教育の
充実) 

③命や人権を守
る ( 命 の 授
業 ・ 人 権 教
育・安全教育
の実践) 

 

〇地域や学校運
営協議会と連
携して取組を
進め、混乱な
く新カリキュ
ラムに移行す
る（①）  

〇学校説明会、
HPや SNSの配
信等、広報活
動を通して地
域の中学生や
保護者に本校
の魅力を伝え
る。（①②） 

・新旧カリキュ 
ラムが混在す
る状況下、丁
寧確実な対応
を行う。(①) 

・PTや教科代表 
者会議を活用
し ICT 化の具
体的な方法を
授業に落とし
込む。(①) 

・企業、地域な 
ど外部の知見
や本校に対す
るニーズを的
確に捉え実社
会で求められ
る人材育成を
行う。(②③) 

・新旧カリキュ 
ラムが混在す
る状況下、混
乱なく対応で
きたか（①） 

・Teamsを活用 
し て 業 務 の
ICT 化 を 進
め、系・クラ
ス展開に関す
る議論を深め
ることができ
たか。（①） 

・外部機関との 
連携を通じて
実社会で求め
られる人材を
育 成 で き た
か。 (②③) 

〇総合ガイダンス
で新カリキュラ
ムについて丁寧
に説明すること
により、希望に
沿った系選択を
実施する事がで
きた。(①) 
〇ICT 利活用や教
科横断型の授業
改善授業と研修
を実施し成果を
職 員 で 共 有 し
た。(①) 
〇課題研究などの
授業を活用した
地域貢献や地域
連携に幅広く取
り組み、生徒の
技術の実践的活
用 の 場 を 設 け
た。(②) 

〇新カリキュラム
で来年度専門科
目が開始される
事に備え、学習
計画や評価方法
について検討を
重ね十分な準備
をする。(①) 
〇Teams を活用し
た情報共有等、
ICT利活用推進校
として、業務や
教科指導の助け
となる情報機器
の活用法につい
て 研 鑽 を 重 ね
る。（①） 
〇外部機関との連
携について、よ
り効果的な方法
を模索し学校の
魅 力 を 発 信 す
る。（②） 

〇科目（系）や進路選択
等においては、丁寧な
説明と情報提供、選択
にかける時間的配慮
等、生徒に寄り添った
対応が必要である。 

〇ICT の利活用が推進さ
れている点は評価でき
る。生徒の到達状況を
適切に把握し、情報格
差をつくらないような
取組を期待する。 

〇地域連携を推進するこ
とが学校の魅力発信に
繋がる。ものづくりの
強みを生かしたアピー
ルを推進する。 

〇命や人権を守る視点は
常に意識して欲しい。 

〇学校としては丁寧に説明して
いるつもりでも、一般的にわ
かりにくい系選択や就職先の
決定等について、生徒だけで
なく保護者に対しても十分な
説明が必要である。① 

〇ICT 利活用においては、1 年
のスタート時から、きめ細か
な指導を行い、個別の問題に
も対応しているので、最初の
格差はあるかもしれないが、
特に問題なく学習場面での活
用に至っている。① 

〇ものづくりを通して、他者の
人格を尊重して協働する姿勢
を育成し、常に安全に気を配
ることで命の尊さについての
理解を深めることができた。 

 ③ 

〇科目（系）や進路（就職先）
の決定に際して、十分な情報
提供を行い、透明性や公平性
を担保し、生徒・保護者が納
得した選択ができるように、
スケジュールや選考等の方法
について再検討を行う。①② 

〇個々の生徒の ICT スキルを確
認するような取組について検
討し、状況に応じた指導や支
援を行う。① 

〇日々の生活指導や実習等の授
業を通して、安心安全意識を
高めるとともに、学校生活の
あらゆる場面で、命の大切さ
と他者の人権を尊重すること
の大切さを訴えていく。③ 

２ 
(幼児・児童・) 
生徒指導・支援 

①生徒指導・支
援の充実(規
範 意 識 の 定
着 、 教 育 相
談・部活動の
活性化) 

②相互理解の促
進(インクル
ーシブ教育の
推進) 

 

〇社会マナーの
定着と規範意
識の高揚を目
指す。(①) 

〇課題を抱える
生徒の支援の
ために教育相
談会議を活用
し、情報共有
を行い迅速で
丁寧な対応を
行う。 (①) 

〇生徒会行事や
部活動への参
加を促進し、
様々な生徒活
動を通して生
徒の自己肯定
感を高める。
(②） 

・服装頭髪、遅
刻指導等を継
続して生徒の
意 識 を 高 め
る。(①) 

・教育相談会議
を通して教員
間の情報共有
に努め、課題
を抱える生徒
を全体で支援
する。(①) 

・生徒会を中心
に行事や部活
動の活性化を
図り、生徒同
士の人間力を
高める。(②） 

・遅刻数や服装
指導対象者が
今 年 度 比 で
5％以上減少
したか。(①) 

・生徒の課題を
職員間で共有
し、適切な支
援 を 行 え た
か。(①) 

・部活動への生
徒 参 加 数 が
5％以上増加
し、行事アン
ケ ー ト の 結
果、概ね満足
と答えた生徒
が 80％を超え
たか。（②） 

〇折に触れ礼節や
基本的生活習慣
の 重 要 性 を 説
き、校門や校外
巡回指導を継続
し、交通安全の
意識向上につな
げた。（①） 
〇頭髪服装指導に
おいては、学年
団と生活指導が
一体となって指
導行ったことに
より改善がみら
れた。(①) 
〇部活動参加数は
伸び悩んだ。生
徒会行事は延期
等もあったが、
予定回数を開く
ことができた。
（②） 
〇教育相談コア会
議を定例化し、
生徒の情報共有
に 努 め た 。
（②） 

〇SNS に係るトラ
ブ ル 防 止 の た
め、携帯電話教
室での講演等の
啓発活動を継続
する。 
〇マナーや身嗜み
指 導 に お い て
は、職員間の共
通理解を図りな
がら、きめ細か
い指導を継続す
る。（①） 
〇文化祭等の行事
は、社会状況の
推移を見守りつ
つ、制限のない
開催を目指す。 
〇部の活動状況に
より、昇格、降
格を検討する。
(①) 
〇教育相談コア会
議を継続し、全
教員による支援
体 制 を 構 築 す
る。(②) 

〇ネットリテラシーの向
上、礼儀・マナー指導
の充実等、生徒指導の
積極的な取組は評価で
きる。一方で、社会情
勢の変化、生徒の資質
の変化等から、教員が
オールラウンドに対応
することにも限界があ
る。外部専門職からの
助言に真摯に耳を傾
け、協力体制を築くこ
とが肝要である。 

〇部活動の活性化のため
には、現状の正確な分
析と、強力な支援が必
要である。 

〇スクールカウンセラー
やスクールソーシャル
ワーカー等と連携した
チームとしての支援を
考える必要がある。 

〇生徒の社会性の育成という視
点で、保護者や生徒の了承を
得ながら生活指導を行い、生
徒の安心安全な学校生活を担
保することができた。時より
学校の方針と生徒や保護者の
理解に齟齬が生じることもあ
った。① 

〇生徒支援については、外部機
関と協力して必要な支援を行
うことができた。教育相談コ
ア会議の定例化など支援体制
が整ってきたが、このことに
対する職員の理解をいかに深
めるかが課題である②。 

〇コロナ禍で部活動や学校行事
をはじめ、あらゆる生徒の主
体的な取組が制限を受けてき
た。このことにより、部活離
れ等の傾向もみられるように
なった。部活動の活性化のた
めにどのような支援が効果的
であるか検討を要する。② 

〇生活指導の方針を生徒保護者
に周知徹底し、粘り強く理解
を求める。一方で、年度当初
に職員の生徒指導研修会等を
行うなどして、職員の共通認
識のもと生徒に対する指導を
一貫性のあるものとする①。 

〇生徒情報の共有システムや教
育相談コア会議とケース会議
の位置づけを再検討して、SC
や SSW などの外部人材を有効
に活用できるプラットホーム
を創る。② 

〇各部活動の活動状況を調査
し、その状況を丁寧に分析し
て部の昇格降格等の具体的な
判断を行ながら、計画的な部
活動支援計画を策定して支援
を行う。② 

３ 進路指導・支援 

①進路指導・支
援の充実(進
路 ガ イ ダ ン
ス・インター
ンシップ・職
業教育等の充
実) 
 

②社会性の育成

〇生徒が「生涯 
にわたる自分
づくり」に主
体的に取り組
むよう教員間
での情報共有
を推進する。
（①） 

〇外部講師を活 

・計画的な進路 
指導を行い自
らの目標を明
確に持つこと
ができるよう
支 援 す る 。
（①） 

・外部講師や地 
元企業による

・校内組織が相 
互に連携する
ことにより、
進路選択のミ
スマッチを防
ぐことができ
たか。（①） 

・就業体験や高 
大連携事業を

〇ICT 活用と校内
組織の相互連携
により、生徒の
進路希望に応じ
たきめ細やかな
進路指導を行う
ことができた。
（①） 
〇１月末現在、就
職 内 定 者 105

〇オンラインでの
職場見学が増え
たため、ICT活用
能力を向上させ
ことが課題であ
る。（①） 
〇総合型選抜の情
報収集と実態の
把握に努め、生
徒と保護者に向

〇オンライン面接等にも
適切に対応して、コロ
ナ禍においても高い進
路決定率を維持してい
ることは評価できる。
今後は生徒がオンライ
ン活動で不利益を被る
ことがないように具体
的な取組を期待する。 

〇就業意識の育成と進路先との
ミスマッチをなくすことを目
標に総合ガイダンスや各種ガ
イダンスを通してキャリア学
習を行っている。今後は生徒
の進路選択の幅を狭めないた
めの基礎学力の育成、進路選
択の透明性や公平性の担保が
課題である。①② 

〇これまでのミスマッチを防ぐ
取組を継承しつつ、就職先の
決定に際しては、公平性や透
明性を担保して生徒の選択の
幅を狭めることのないよう十
分な配慮を行う。また、適性
試験や学力試験等を効果的に
導入し、基礎学力の向上にも
努める。①② 



 

 視点 
４年間の目標 

（令和 2年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月８日実施） 

総合評価（３月 10日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

(コミュニケ
ーション・情
報発信能力の
向上) 

 
 

用し社会の状
況に適応した
進路支援をす
る。（①②） 

〇就業体験や高 
大連携事業を
通し、コミュ
ニケーション
能力を高める
ための支援に
取 り 組 む 。
（①②） 

ガイダンスを
実施し個に応
じた進路支援
を行う（①） 

・就業体験や高 
大連携事業に
参加させるこ
とで、早い段
階から主体的
に進路を考え
る 姿 勢 を 育
む。（①②） 

通してコミュ
ニケーション
能力を高める
ことができた
か。また、こ
のことが、実
際の進路決定
場面で有用で
あ っ た か 。
（②） 

名、進学合格者
57 名で、95％以
上の生徒が進路
実 現 を 果 た し
た。（①） 
〇外部講師による
ガイダンスを実
施し、職業教育
を行うと共に、
社会性の向上を
図 っ た 。 （ ①
②） 
〇インターンシッ
プやデュアルシ
ステムで生徒が
企業に訪問し、
就業体験を実施
することができ
た。(①②) 

けて、早めの情
報提供を行う。
（①） 
〇高大連携授業や
オープンキャン
パスへの参加を
促し、コミュニ
ケーション能力
と進路意識の向
上 を 図 る 。
（②） 
〇デュアルシステ
ムは多くの生徒
が参加できるよ
うに協力企業を
開拓する。 (①
②) 
 

〇進路に限らず、社会で
は ICT を活用した情報
交換、情報提供が進ん
でいる。対応するため
の環境整備や人材育成
が課題である。 

〇就職決定率が高いこと
は、近隣の普通高校に
は見られない優位性で
あり、学習と進路が一
体化した藤工での学び
の特徴が更に浸透して
いくとよい。 

〇各種進路情報の収集や情報共
有については、適宜適正に行
ってきたが、目まぐるしく推
移する社会情勢の中で十分で
あるとは言えない。情報収集
と情報共有についていかに
ICT を活用できるかが課題で
ある。①② 

〇就職率の高さと面倒見の良さ
を近隣にアピールすること
で、僅かばかりだが志願者が
増加した。このことを更に浸
透させるための具体策の検討
が必要である。①② 

 

〇進路室の整備を行い、進路情
報の閲覧体制を見直すこと
で、生徒自らが進路を考える
ことができる体制の構築に努
める。また、外部に委託する
などして求人情報の電子化を
推進し、担当者の負担を軽減
するとともに、生徒の利便性
を図る。①② 

〇卒業生の就職後の定着率や上
級学校への進学者の就職状況
などを調査し、本校の課題と
強みを分析することで具体的
な手立てを実施する。①② 

 地域等との協働 

①地域連携・協
働の推進(CS
としての取組
みの推進・異
校種間連携事
業の推進) 

 
②開かれた学校
づくりの推進
(ホームペー
ジ ・ ポ ス タ
ー・各種イベ
ントの活用) 

 

〇専門高校の特 
徴を地元及び
地区・地域に
発信すること
で、本校への
理解を深めて
もらう。(②)  

〇ものづくりの 
高 校 と し て
様々な取組み
を 広 く 公 開
し、地域と密
着したイベン
トに参加し連
携を深める。
(①②) 

・学校説明会を
効果的に開催
する。また魅
力ある HP やパ
ンフ・ポスタ
ーを作成し、
SNSを活用した
最新情報発信
の 充 実 を 図
る。 (①②) 

・ものづくりを 
通した各種体
験イベントを
開催し参加者
層の幅を広げ
る。 (①②) 

・各種イベント
への参加状況
を精査し、参
加者の反応が
良好であった
か。（①②）  

・地区・地域の
中学生や保護
者に本校の魅
力を伝えるこ
と が で き た
か。また、参
加者やＨＰ、
SNS アクセス
数が増加した
か。（①②） 

〇学校説明会を年
間３回実施、682
組の中学生と保
護 者 が 参 加 し
た。アンケート
結果も良好だっ
た。中学生体験
教室も満員であ
った。(①②) 
〇近隣小学校の６
年生児童 183 名
を招き体験授業
を実施し、開か
れた学校をアピ
ールした。（①
②） 
〇HP の VR 導入や
学校 Twitter の
開設など充実し
た情報発信を行
った。（②） 

〇コロナ対策のた
めに生徒不在の
説明会が続いた
が、説明会の参
加者に対し、い
かにして生徒の
生の姿を見せる
か が 課 題 で あ
る。（①） 
〇教育的効果の観
点から、地域連
携のイベント参
加については取
捨選択が必要で
ある。（①②） 
〇公式 Twitter の
更新回数を増や
してタイムリー
な情報発信する
ことで、継続的
に本校の魅力を
発する。（②） 

〇近隣の小中学校との交
流活動など、ものづく
りの学校の強みを生か
して地域連携を推進す
ることが、藤工の魅力
特色を広くアピールす
ることに繋がる。 

〇ホームページの充実、
公式ツイッターの開設
等については評価でき
る。一方で、スマート
フォンでの閲覧が主流
になっている状況に鑑
みて、更に洗練された
ものとなるように工夫
していただきたい。 

〇コロナ禍で参加人数や見学方
法に制約のある中での説明会
実施となったが、参加者数を
伸ばし一定の評価を得ること
ができた。② 

〇地域交流事業等に参加し、地
域の学校と連携することが本
校の魅力発信に繋がることは
理解できる。一方で参加する
生徒だけでなく、その他の生
徒にこの教育的成果をいかに
して還元するかが課題であ
る。① 

〇県で統一したシステムを活用
する中で独自性を出すことは
難しいが、視聴者の視点に立
った改善が必要である。② 

〇従来の説明会の形式に固執せ
ずに、本校生徒の様子がわか
る学校説明会の在り方を検討
する。② 

〇地域連携活動の教育的効果と
全体の生徒への影響等を勘案
しつつ、年度当初から計画的
に準備をすすめ、その成果を
発表するなどの機会を設け、
すべての生徒にその教育的成
果を還元できるよう工夫す
る。① 

〇学校ホームページについて
は、スマートフォンでの閲覧
を意識して、アクセスする生
徒や受験生にとって見やすい
ものとなるようにデザインや
コンテンツを見直す。② 

５ 
学校管理 
学校運営 

①信頼と期待に
応える学校づ
く り の 推 進
(学校運営の
組 織 的 な 改
善・不祥事防
止研修) 

 
②安心で快適な
教育環境の整
備(教員の働
き方改革の推
進・施設設備
の充実) 

 
③防災教育の推
進(DIG・防災
訓練による災
害対応力の向
上) 

 
 

〇職員一人ひと 
りが自覚を持
って事故不祥
事防止に努め
る。(①） 

〇ICT利活用授 
業推進事業を
ベースに教育
環境の整備、
充実を図り、
安全で安心な
学習環境を作
る。（②） 

〇地域と連携し 
た防災計画を
再確認し、と
もに協力しな
がら、生徒や
職員全体の防
災意識を高め
る。 

（③） 

・不祥事防止研 
修や教育活動
推進 PT 会議を
活性化し、職
員自らが課題
意識を持って
職場全体で取
り組む｡（①） 

・各教科の授業 
で Classroom
を有効に活用
するため、校
内研修の充実
を図る｡（②） 

・PTAや地域と連 
携し、防災訓
練や DIG 訓練
を実施し、生
徒が主体的に
行動できるよ
うに効果的な
防災教育の実
施に努める。
(③) 

・事故不祥事防 
止を徹底し、
全体で解決に
向けた取組を
実践すること
ができたか。
(①) 

・教育環境の整 
備を推進し、
生徒が学び易
い、職員が働
き易いと感じ
ることができ
たか。(②) 

・地域防災とい 
う視点から、
被災時に備え
た実践的な対
応について、
生徒も職員も
意識を共有す
ることができ
たか。(③) 

〇感染対策需用費
を活用し校内の
衛生管理に継続
的 に 取 り 組 ん
だ。(②) 
〇特別教室のスク
リーン設置や書
画カメラの導入
など ICT 環境の
整備を進めた。 
(②) 
〇 PTA 運営委員
会、総会を書面
開催とし、各種
委員会もオンラ
インで実施する
などの工夫をし
て活動を継続し
た。(②) 
〇防災 DIG につい
ては、職員 8 名
と環境委員 39 名
で実施し、防災
意 識 を 共 有 し
た。(③) 

〇教育環境の整備
は全職員が常に
意識すべき課題
である。 (②) 
〇ICT 機器の有効
活用のための研
修を定期的に実
施する。(②) 
〇PTA 活動におい
て、保護者の負
担が軽減するよ
う、引き続き委
員会の統合を検
討する。 
〇DIG 訓練は、次
年度は、他グル
ープと連携し、
生徒を主体的に
行動できるよう
にし、より効果
的な取り組みと
する。(③) 

〇教育環境及び職場環境
の整備は、学校をあげ
て継続して取り組むべ
き課題である。 

〇校内の業務分担を適切
に見直し、教職員、特
にグループリーダーの
ストレスを軽減するこ
とは喫緊の課題であ
る。 

〇教職員のみならず、
PTA 活動においても、
PTA 役員などの保護者
の負担軽減についても
検討を要する。 

〇非常時に生徒が主体的
に安全確保のために行
動できるように、実の
ある訓練の在り方を検
討してもらいた。 

〇事故不祥事を起こすことはな
く、業務を遂行した。① 

〇トイレ改修工事やエアコンの
設置工事が進み、生活環境の
整備が進んできた。一方で職
員一人ひとりが校内各所の不
良個所に常に気配りをして、
課題を整理して、問題を放置
しないことが肝要である。② 

〇業務分担を適切に見直し、グ
ループリーダー等、一部職員
に業務が集中しない体制を築
くために HELP の声を上げや
すい職場環境をつくることが
必須である。② 

〇コロナ禍で避難訓練が形式的
になっている印象が否めな
い。自分の身を守ることはも
ちろん、災害時に高校生とし
て何ができるのかについて生
徒が主体的に考えるにはどう
したらよいか。③ 

〇事故不祥事防止については、
引き続き緊張感を持って、管
理職が主導して取り組んでい
く。① 

〇全職員が学習環境整備の視点
を持ち校内の不良個所を放置
せずに直ちに対応する体制を
創るとともに予算措置を講じ
る。② 

〇グループリーダーに係る負担
を軽減するため、業務分担の
見直しを行うとともに、業務
の軽量化やスクラップも進め
る。② 

〇地域防災の観点から、地域と
連携した防災計画のもとに、
生徒自身が主体的に参加する
実のある避難訓練を実施す
る。③ 

 


